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日

号
外

ペ
ー
ジ

一
二

航
空
総
隊
司
令
部
、
航
空
支

援
集
団
司
令
部
、
航
空
教
育

集
団
司
令
部
、
航
空
開
発
実

験
集
団
司
令
部
、
航
空
方
面

隊
司
令
部
、
航
空
混
成
団
司

令
部
及
び
航
空
団
司
令
部
組

織
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
九
139

五
四

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
会
計
検
査
院

五

会
計
検
査
院
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
規
則

二
九

三

〇
人

事

院

九
e

三
〇
e

七
四

人
事
院
規
則
九
e

三
〇
（
特

殊
勤
務
手
当
）
の
一
部
を
改

正
す
る
人
事
院
規
則

二

一

一
〇
e

四
e

一
八

人
事
院
規
則
一
〇
e

四
（
職

員
の
保
健
及
び
安
全
保
持
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院

規
則

二
〇
129

一

一
七
e

〇
e

一
〇
〇

人
事
院
規
則
一
七
e

〇
（
管

理
職
員
等
の
範
囲
）
の
一
部

を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

二
四

二

二
二
e

〇
e

二
人
事
院
規
則
二
二
e

〇
（
倫

理
法
の
適
用
を
受
け
な
い
非

常
勤
職
員
）
の
一
部
を
改
正

す
る
人
事
院
規
則

二
四
134

四
四

九
e

三
〇
e

七
五

人
事
院
規
則
九
e

三
〇
（
特

殊
勤
務
手
当
）
の
一
部
を
改

正
す
る
人
事
院
規
則

二
九

三

九
e

一
二
九東

日
本
大
震
災
に
対
処
す
る

た
め
の
人
事
院
規
則
九
e

三

〇
（
特
殊
勤
務
手
当
）
の
特

例

二
九

三

九
e

一
七
e

一
二
六

人
事
院
規
則
九
e

一
七
（
俸

給
の
特
別
調
整
額
）
の
一
部

を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

三
〇

三

九
e

一
二
三
e

六

人
事
院
規
則
九
e

一
二
三

（
本
府
省
業
務
調
整
手
当
）

の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院

規
則

三
〇

三

二
一
e

〇
e

五
人
事
院
規
則
二
一
e

〇
（
国

と
民
間
企
業
と
の
間
の
人
事

交
流
）
の
一
部
を
改
正
す
る

人
事
院
規
則

三
〇

三

〇
公
正
取
引
委
員
会

三

私
的
独
占
の
禁
止
及
び
公
正

取
引
の
確
保
に
関
す
る
法
律

第
九
条
か
ら
第
十
六
条
ま
で

の
規
定
に
よ
る
認
可
の
申

請
、
報
告
及
び
届
出
等
に
関

す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
規
則

二
四
135

一

〇
国
家
公
安
委
員
会

九

警
察
表
彰
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則

六

二

一
〇

警
備
業
の
要
件
に
関
す
る
規

則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
規

則

一
〇

二

告

示

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

二
〇
七
e

二
二
二

地
域
再
生
法
第
二
十
条
第
一

項
に
規
定
す
る
指
定
金
融
機

関
を
指
定
し
た
件

七

一

二
二
三

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執

行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律

等
の
規
定
に
基
づ
き
、
内
閣

府
本
府
所
管
の
補
助
金
等
の

市
町
村
の
交
付
に
関
す
る
事

務
の
一
部
を
都
道
府
県
の
知

事
が
行
う
こ
と
と
す
る
件

三
〇
142

L
I
I

二
二
四

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

五
条
の
十
一
第
三
項
及
び
第

二
十
八
条
の
四
第
三
項
の
規

定
に
基
づ
き
内
閣
総
理
大
臣

が
指
定
す
る
減
価
償
却
資
産

を
廃
止
す
る
件

三
〇
142

L
I
I

〇
内

閣

府
、
総

務

省
、

財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省
、
環

境

省

一

産
業
活
力
の
再
生
及
び
産
業

活
動
の
革
新
に
関
す
る
特
別

措
置
法
の
施
行
に
係
る
指
針

の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

二
九
139

五
四

二

産
業
活
力
の
再
生
及
び
産
業

活
動
の
革
新
に
関
す
る
特
別

措
置
法
第
二
条
第
十
二
項
の

資
源
生
産
性
革
新
設
備
等
に

関
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
告
示

二
九
139

五
五

〇
国
家
公
安
委
員
会

一
七

有
限
会
社
航
空
保
安
警
備
教

育
シ
ス
テ
ム
か
ら
代
表
者
の

氏
名
の
変
更
の
届
出
が
あ
っ

た
件

二

一

〇
金

融

庁

六
八

本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業

者
等
を
指
定
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

一

三

六
九

銀
行
代
理
業
者
に
係
る
銀
行

代
理
業
の
許
可
が
そ
の
効
力

を
失
っ
た
件

一
四
125

一

七
〇

信
用
金
庫
代
理
業
者
に
係
る

信
用
金
庫
代
理
業
の
許
可
が

そ
の
効
力
を
失
っ
た
件

一
四
125

三

七
一

保
険
業
法
第
二
百
九
条
第
二

号
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
関

す
る
件

一
六

一

七
二

金
融
庁
の
保
有
す
る
個
人
情

報
の
保
護
に
係
る
金
融
庁
長

官
の
権
限
又
は
事
務
の
一
部

に
つ
い
て
委
任
す
る
件

三
〇

四

七
三

本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業

者
等
を
指
定
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

三
〇

四

〇
金
融
庁
、
法
務
省
、

財
務
省

三

社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関

す
る
法
律
第
四
十
四
条
第
一

項
第
十
三
号
の
規
定
に
基
づ

き
口
座
管
理
機
関
を
指
定
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
三
124

二

�
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